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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

土 木 建 築 部 関 係

公 共 事 業 費事 業 名

単 独 公 共 事 業 費

予 算 額 新規･継続の別 継 続７９，７８２，４５０千円

１ 趣 旨

新京都府総合計画における基本計画「生活と産業を

支える基盤の整備」を着実に進めるとともに、台風23

号による被災箇所の復旧や災害防止等、災害に強い京

都府づくりを進める。
事業内容

２ 事業概要
（単位：千円・％）

平成17年度当初予算 平成16年度当初予算 ⑰/⑯

117.4公共事業費 62,320,000 53,094,342

皆増目 的 －うち台風23号災害関連 11,980,280

112.9対 象 単独公共事業費 17,462,450 15,462,450

皆増方法等 －うち台風23号災害関連 2,862,450

116.4合 計 79,782,450 68,556,792

皆増うち台風23号災害関連 14,842,730 －

※ 緊急河川整備事業費500,000千円含む

台風23号災害関連事業の概要

被災箇所の改良復旧

災害の防止対策

緊急時ネットワークの整備等

担当課・係名 監 理 課 経 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5173
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

公 共 土 木 施 設 災 害 復 旧 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続３，２５８，４７９千円

１ 趣 旨

大雨や台風等の異常気象により被災した道路、河川等の公共土

木施設を早急に復旧し、安全で安心できる府民の生活基盤を整備

する。

事業内容

２ 事業内容
（単位：千円）

内 容 所 要 額

２，７２９，８１６目 的 平成１６年発生災害復旧事業

対 象

３７５，６６３方法等 平成１７年発生災害復旧事業

１５３，０００直轄災害復旧事業負担金

３，２５８，４７９合 計

担当課・係名 砂 防 課 災 害 係 課・係直通電話番号 075-414-5313
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

道路情報提供システム整備費事 業 名

２４，０００ 千円 新 規予 算 額 新規･継続の別

１ 趣 旨

ドライバーに対し、迅速・正確な通行規制情報等の提供を

行うため、降雨量や警報・注意報等の情報の取り込みから、

情報提供装置への表示までを自動的に行うなどのシステム

の高度化を行う。事業内容

目 的

２ 事業内容対 象

方法等

(1) システム改善設計

既存データの抽出方法及び取込データの自動配信方法

(2) 道路情報板サーバシステム改修

既存情報を自動的に取り込めるよう道路情報板サーバ

システムを改修

(3) 気象データ等送信サーバシステム開発

自動的に取り込んだ情報を自動的に情報提供装置に表

示できるようにシステムを改善

担当課・係名 道路管理室 整備担当 課・係直通電話番号 075-414-5261
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

鴨 川 防 災 対 策 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続４８，０００千円

１ 趣 旨

京都市の中心を流れる鴨川について、府民や防災関係者に対し

て的確かつ迅速な河川防災情報を提供することにより、洪水の際

の円滑な避難や水防活動の実施を支援する。

事業内容

２ 事業内容

○既実施内容

・「浸水想定区域図」の作成・公表（平成15年５月）目 的

対 象

・「洪水予報」の開始（平成16年６月）方法等

・ホームぺージによる雨量・水位等防災情報の公表

○平成17年度実施内容

・河川水位監視カメラの設置（２基）

・「洪水予報」精度向上のための水位計増設等

担当課・係名 河 川 課 防災・海岸係 課・係直通電話番号 075-414-5288
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

総 合 的 治 水 対 策 推 進 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続６，０００千円

１ 趣 旨

近年、想定をはるかに上回る局地的な集中豪雨による水害が頻

発していることを踏まえ、より一層の治水対策の強化を図るため、

ハード・ソフト一体となった対策を進めるとともに、河川流域全体

を見据えた対策の検討等を実施し、総合的な治水対策を推進する。

事業内容

２ 事業内容

○既実施内容

・堤防緊急総点検（府内４０河川 約１８０ｋｍ）目 的

対 象

・鴨川の総合的治水対策の検討及び調査方法等

→総合的な治水対策のあり方について、放置自転車対策等、

適正な河川利用についての条例検討も含め、「鴨川流域懇

談会」を設置し検討

○平成１７年度実施内容

・「鴨川流域懇談会」における検討結果のとりまとめ

・府管理河川において、危険水位等を設定

担当課・係名 河 川 課 計 画 係 課・係直通電話番号 075-414-5287

防災・海岸係 075-414-5288
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

緊 急 河 川 整 備 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規５００，０００千円

１ 趣 旨

河川のネック箇所では、豪雨の度に浸水被害が発生することが

あるため、局所的に緊急河川改修を実施することにより、府民の

安心・安全を守る。

事業内容

２ 事業内容

○ネック箇所改築、対策工の実施

橋梁や井堰の存在により、その上流及び下流に比べ川幅が狭・

くなっている箇所（ネック箇所）を緊急的に整備することに目 的

より、浸水被害の発生を防ぐ。対 象

方法等

○工法検討

人家連担区間等において、最適な治水対策を策定するため対・

策工法の検討を実施する。

担当課・係名 河 川 課 河 川 係 課・係直通電話番号 075-414-5285
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平成１７年度当初予算案主要事項説明
土木建築部

交流型社会資本等ネットワークの展開事 業 名

新規･継続の別 新規・継続予 算 額 ２８，７３１，９００千円
（公共、単独公共事業費の一部再掲）

１ 趣 旨

高速交通体系と京都舞鶴港の整備による交流型ネットワークを

拡げるとともに、地域戦略に基づく社会資本整備を推進する。

事業内容
２ 概 要

交流型ネットワーク整備 １５７億円

「ひと・もの・情報」が活発に行き交う交流型社会資本整備

による骨格的ネットワークの拡充

鳥取豊岡宮津自動車道（宮津～野田川）目 的

▲
鳥取豊岡宮津自動車道（野田川～大宮森本）対 象

▲
京都縦貫自動車道（丹波綾部道路）方法等

▲

京都縦貫自動車道（第二外環状道路）

▲

京都高速道路（新十条通、油小路線）

▲

京都舞鶴港 他

▲

地域戦略に基づく社会資本整備 １３０億円

地域戦略に基づき、地域内交通の円滑化や生活の利便性の向

上、雇用の確保などに資する社会資本整備

国道１７８号（養老伊根バイパス）

▲

福知山連続立体交差

▲

亀岡園部線（保津橋延伸）

▲

京都守口線（御幸橋）

▲

国道３０７号（奥山田バイパス）

▲

臨時生活関連施設整備費

▲

地域振興道路事業費 他

▲

担当課・係名 土 木 建 築 部 監 理 課 経 理 担 当 課・係直通電話番号 075-414-5173
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

京 都 舞 鶴 港 整 備 費事 業 名

新規･継続の別 新規・継続予 算 額 ２，８４０，５８２千円
（公共事業費の一部再掲）

１ 趣 旨

京都舞鶴港の船舶の大型化・荷役の効率化に対応するため、和田ふ頭

及び接続する臨港道路の整備を行う。

事業内容 ２ 概 要

京都舞鶴港ふ頭整備費 ４０５，０００千円①

和田ふ頭の岸壁整備や埋立造成

② 京都舞鶴港臨港道路整備費 １，８０４，９５３千円

島式ふ頭である和田ふ頭へのアクセス道路の整備

③ [特別会計]京都舞鶴港特別整備費 ６３０，６２９千円

和田ふ頭内の港湾関連用地の造成

担当課・係名 土 木 建 築 部 港 湾 課 建 設 係 課・係直通電話番号 075-414-5304
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平成１７年度当初予算案主要事項説明
土木建築部

警 察 本 部

教育委員会

臨 時 生 活 関 連 施 設 整 備 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続３，０００，０００ 千円

１ 趣 旨

「安心・安全の確保」、「つくったものを『よりいかす』視点の重視」の

観点から、既存インフラを活用すべく、臨時重点的な補修や適正な維持管理

を行うことにより、新京都府総合計画に示された各施策の推進を図るととも

に、現下の経済情勢を踏まえ、小規模改良事業等の不況雇用対策に資する。

（単位：百万円）２ 事業内容

事業内容

内 容 所 要 額 所 管

社会基盤整備

道路の舗装、橋の修繕など

（社会基盤ストックのレベルアップ）

落石防止などの防災対策

目 的 （安心・安全な地域づくり）

対 象 舗装道修繕、沿道緑地の管理など ２，８００ 土木建築部

方法等 （不況雇用対策）

道路の穴ぼこ、段差解消など

（小規模修繕）

植樹帯等緑化空間の維持・補修など

（やすらぎ空間の維持修繕）

交通安全施設整備

信号機の新設等 １００ 警 察 本 部

（安心・安全な地域づくり）

府立学校小規模改修

トイレ及び教室内装等の改修など １００ 教育委員会

（小規模改修）

土 木 建 築 部 監 理 課 経 理 担 当 075-414-5173

警 察 本 部 会 計 課 予 算 係 (代)075-414-6042担当課・係名 課・係直通電話番号
(内6042)

教 育 庁 管 理 部 管 理 課 管 理 係 075-414-5768
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

住 宅 基 本 計 画 策 定 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規１０，０００千円

１ 趣 旨

住宅事情の変化を踏まえ、時代に即した新しい京都府の住宅政

策の課題を把握するとともに、目標・基本的方向や推進方策を示

し、府営住宅ストックの活用計画を見直すため、「京都府住宅基事業内容

本計画」を策定する。

目 的

２ 事業概要

対 象

既存の以下の計画について改定・見直しを行う。

方法等

名 称 内 容 計画期間

京 京都府住宅マスタ ・住宅事情等に係る現状分析

都 ープラン ・住宅対策の基本的方向 等

府 平成18年度

住 京都府営住宅スト ・個別団地の建替に関する計画 ～平成27年度

宅 ック総合活用計画 ・府営住宅ストック総合改善事業に

基 関する計画 等

本

計 京都府第九期住宅 ・住宅建設に関する目標 平成18年度

画 建設５箇年計画 ・居住水準等の目標 等 ～平成22年度

担当課・係名 住宅課 計画係 課･係直通電話番号 075-414-5361
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

府 営 住 宅 整 備 等 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規１１，１１０千円

(他に債務負担行為 2,391,000千円)

１ 趣 旨

公共施設整備にあたり、民間活力の導入を積極的に

進めるため、府営住宅常団地（舞鶴市）の建替及び維

持管理をＰＦＩ手法により行う。
事業内容

目 的

２ 事業内容
対 象

民間事業者とのＰＦＩ事業契約の締結及び管理開始

契約期間：平成17年度～平成39年度方法等

３ 常団地の概要

型 別 計画戸数

２ＤＫ ７５戸

３ＤＫ ７０戸

合 計 １４５戸

担当課・係名 住 宅 課 整 備 係 課･係直通電話番号 075-414-5363
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

地 域 再 建 被 災 者 住 宅 等 支 援 事 業 費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 新 規１０，０００千円

１ 趣 旨

台風２３号により住宅等の被害を受けた府民が、早期に安定

した生活を再建することにより、地域社会の崩壊を防止し、地

域活力を取り戻すため、被災した住宅の再建に要する費用につ事業内容

いて、融資を行う。

目 的

２ 事業概要

対 象

被災住宅等再建に要する建設・改良資金を無利子（５年間）

・低利で融資方法等

建設資金融資 改良資金融資

対 象 者 府内の住宅に自ら居住し、被害を受けた者

対象工事 府内での住宅建替・購入 住宅補修

利 率 5年間無利子 5年間無利子

6年目以降1.7% （既存3%） 6年目以降1.7% (既存2.9%）※ ※

限 度 額 ７００万円 ４５０万円

償還期間 25年以内(据置期間最長3年) 10年以内(据置期間最長3年)

※平成17年２月１日現在（住宅金融公庫災害復興住宅融資と同利率）

担当課・係名 住宅課 計画係 課･係直通電話番号 075-414-5361
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平成１７年度当初予算案主要事項説明

土木建築部

公共事業電子入札等推進費事 業 名

予 算 額 新規･継続の別 継 続７０，０００千円

１ 趣 旨

公共事業の執行における入札情報の公表、入札から完了、引き渡しまでの

一連の手続きの電子化・オンライン化（ＣＡＬＳ／ＥＣの導入）を図る。

事業内容

２ 導入目的

（１）透明性、競争性の向上

（２）公共工事施工に係るコストの縮減

目 的 （人件費、移動・時間コスト、紙資源、保管場所）

対 象 （３）データ蓄積による業務の効率化、品質や技術レベルの向上

方法等

３ 事業内容

電 子 入 札 電 子 納 品

１６年度 ・ システム開発、導入 ・情報共有実証実験の実施

ま で ・ 実証実験、一部試行開始

・対象を拡大して実施 ・一部試行開始

１７年度 ・受注者向け問い合わせ窓口 ・成果品様式類、ガイドライ

（ヘルプデスク）の設置 ン等の整備拡充

・情報共有等システムの検討

１８年度 ・対象を拡大し、本格運用 ・対象を拡大し、本格運用

以 降

担当課・係名 指 導 検 査 課 調 整 係 課・係直通電話番号 075-414-5225


